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関調協会報　　　　　　　　　　一般社団法人関西総合調査業協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪市北区西天満１-１０-１６
Tel 06-6313-4567　fax 06-6313-4566

第19回理事会概要（H28年6月15日）
第１号議案　平成２７年度事業報告について
　　　　　　平成２７年度事業報告は意義なく承認された。
第２号議案　平成２７年度決算報告について
　　　　　　平成２７年度決算報告は意義なく承認された。
第３号議案　平成２8年度事業計画について
　　　　　　平成２8年度事業計画は意義無く承認された。
第４号議案　平成２8年度予算案について
　　　　　　平成２8年度予算案は意義無く承認された。
第５号議案　業界情勢について
　　　　　　会長より全国調査業協会連合会及び全国調査業協同組合の活動状況が報告され、その後、日本調査業協会への協力要請（採用調査の行政指導について）に関する報告があり、併せて今後の取り組みについての話し合いが持たれた。
第６号議案　総会について
　　　　　　本日16時開催の第４回総会についての議事進行、その他についての協議が行われた。
第２０回理事会概要（H28年10月14日）
第１号議案　厚労省への上申書（案）の取り扱いについて
　　　　　　懸案の上申書について突っ込んだ討議が行われた結果、理事会は一時保留にすることを決定した。
第２号議案　業界情勢と今後の活動方針について
　　　　　　業界全般の動きと最近の依頼案件について話し合いが行われた。
第３号議案　その他理事定義事項について
　　　　　特になし
第２１回理事会概要（H28年12月14日）
第１号議案　会報発行について
　　　　　　平成29年1月に関調協会報の発行を決定。
　　　　　　各理事に出稿依頼をし、出席者全員了解した。
第２号議案　業界情勢と今後の活動方針について
　　　　　　全国の業界団体リストに基づき、出席理事はそれぞれ把握している情報を出し合い、現状把握につとめた。
第３号議案　その他理事定義事項について
　　　　　特になし
事務局便り
	平成２７年中における探偵業の概況
１　探偵業の届出状況
　平成２７年末の届出業者数は、５，６６７件であり、前年比２１件の減少となっている。

	

	表１　探偵業の届出状況の推移（平成２５年～平成２７年）〔一部改編〕

	

	平成２５年

平成２６年

平成２７年

前年比
（平成２６年との比較）

届出業者数

５，６７０

５，６８８

５，６６７

▲２１

・個人

４，２０６

４，１９２

４，１６６

▲２６

うち主たる営業所数

４，１０７

４，０９０

３，９１６

▲１７４

・法人

１，４６４

１，４９６

１，５０１

５

うち主たる営業所数

１，０８６

１，１３０

１，１１２

▲１８

新規届出数

８１５

７１７

６５７

▲６０

・個人

 ６３３

５１５

４８８

▲２７

うち主たる営業所数

 ６１６

５０５

４５７

▲４８

・法人

 １８２

２０２

１６９

▲３３

うち主たる営業所数

 １３７

１４９

１１１

▲３８

廃止届出数

６８７

６９０

６６９

▲２１

死亡による証明書の返納数

４

９

９

０



	

	２　探偵業の業務の適正化に関する法律違反等の検挙状況
（１）　探偵業の業務の適正化に関する法律違反の検挙状況
　平成２７年中の探偵業の業務の適正化に関する法律違反の検挙件数及び検挙人員は、５件１名であった。

	

	表２　探偵業の業務の適正化に関する法律違反の検挙状況の推移
（平成２５年～平成２７年）〔一部改編〕

	

	平成２５年

平成２６年

平成２７年

検挙件数

検挙人員

検挙件数

検挙人員

検挙件数

検挙人員

無届け営業

１

１

１

１

０

０

重要事項説明書虚偽等

０

０

０

０

１

０

従業者名簿に係る不整備・虚偽記載等

０

０

０

０

０

０

指示処分違反

０

０

０

０

０

０

 その他

１

１

１

１

４

１

総数

２

２

２

２

５

１



	

	（２）　探偵業務に関する他法令違反の検挙状況
　平成２７年中に探偵業者及び探偵業従事者が、探偵業務に関し他の法令等の規定に違反して検挙された主な罪名としては、特定商取引に関する法律違反、軽犯罪法違反、地方税法違反等がある。

	

	３　探偵業者に対する行政処分状況
　平成２７年中の探偵業者に対する行政処分は、営業廃止命令が２件、営業停止命令が６件、指示が３５件であり、前年比で営業廃止命令が２件、営業停止命令が３件増加し、指示が１１件減少した。

	 

	表３　探偵業者に対する行政処分（廃止命令）状況
（平成２５年～平成２７年）〔一部改編〕

	

	平成２５年

平成２６年

平成２７年

前年比

営業廃止命令件数

３

０

２

２

（欠格事項）３条１号該当者

（欠格事項）３条２号該当者

３

２

２

（欠格事項）３条３号該当者

（欠格事項）３条４号該当者

（欠格事項）３条５号該当者

（欠格事項）３条６号該当者

１

１

欠格事項合計数

３

０

３

３



	

	表４　探偵業者に対する行政処分（指示・停止命令）状況
（平成２５年～平成２７年）〔一部改編〕

	

	平成２５年

平成２６年

平成２７年

前年比

停止

指示

停止

指示

停止

指示

停止

指示

営業停止命令・指示件数

１８

７１

３

４６

６

３５

３

▲１１

変更届出書等虚偽

１１

１１

１２

１

実施原則違反

１

６

２

１

４

１

２

書面受理違反

３

９

１

１０

２

▲１

▲８

書面交付違反

８

１８

４

２０

２

４

▲２

▲１６

違法行為認知業務

 

 

 

 

１

１

１

１

探偵業以外委託

１

１

資料不正等利用

３

１

▲１

教育義務違反

２

▲２

名簿不整備・虚偽

３

１８

１

１０

２

１０

１

０

証明書掲示違反

４

７

１

▲６

業に関し他法令違反

２

３

１

２

▲１

▲１

指示処分違反

違反行為合計数

１８

７３

７

６５

６

３５

▲１

▲３０



	※１回の命令・指示の中に、複数の違反行為が含まれる場合がある。

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　警察庁ホームページより引用
· 大阪府警管轄下の行政処分の状況
平成23年7月4日以降処分の業者対象は「現在、公表する業者はありません」
新　　春　　放　　談
「厚労省への上申書案とその顛末」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信
　新年明けましておめでとうございます。
　今年の年明けは小春日和を思わせる穏やかな日和となり、清々しい気持ちで新年を迎えることが出来ました。皆様はいかがでしたでしょうか。
　今年一年、年明けのような穏やかな年になるよう願わずにはいられません。ただ、アメリカの動向によっては、政治、経済ともに波乱の年とも予測され、調査業界においても先を見据えた慎重な対応が望まれます。
　関調協は、今年は会員増強に努め、もう少し外向けの積極的な活動が出来るよう努力しなければと考えております。会員皆様のご協力とご鞭撻をよろしくお願いいたします。
　さて、新年の話題としては少し重過ぎるかも知れませんが、ここ何年来の懸案である「採用調査」について、私見を述べさせていただきます。
　一昨年より採用調査の諸問題を他団体にも働きかけ、厚労省への上申を検討してまいりましたが、昨年10月の理事会で一時保留とすることが決定されました。ただ、この問題は業界にとっては非常に大きな課題であり、業界全体として真剣に取り組まなければならないと考えております。そこで、検討していた「上申書案」をここに添付しますので、今後の参考資料（たたき台）にして頂けたらと思います。
　　　　　　　　　　　　　　上申書（案）
（就職の際の身元調査に関する上申事項）
１、厚生労働省及び都道府県の労働行政部局が発行している冊子、「採用と人権」にみられる、「就職の際の身元調査は絶対に行わないでください」との文言の削除をお願いしたい。
　　就職の際の身元調査に関する厚生労働省の行政指導は、「差別につながる就職の際の身元調査を行わないように」との指導であり、応募者の職能や適性に関係のない、人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となる事項及び思想、信条等のセンシティブ情報であって、応募者本人の経歴、勤務態度、出勤状況、職務能力、人柄、素行等の職務遂行能力や適性に直接関係する事項までの身元調査を禁じる指導では無いと理解しておりますが、実際には、「就職の際の身元調査は絶対に行わないでください」との指導が行われており、一切の身元調査が禁止されているかの如く、広く解釈されています。
この点を再検討し、差別を意図した調査を禁止しているのであり、職能や適性に直接関係する身元調査までも禁止しているものではない旨を明確にして頂きたく、お願い申し上げます。
２、就職の際の「身元調査」の語句の定義を明確にして頂きたい。
　　身元調査という語句は、使う人、使う状況によって多種多様に解釈されており、門地や出生地など人のルーツを調べる事を身元調査と言い、人となり等の調査は、身上調査と云い、身元調査とは区別して使い分けをしている人も居ます。また、就職の際の経歴や職能に関する調査は、採用調査、バックグランド調査、人事調査等と称し、一般にいわれる身元調査とは区別している人もおり、身元調査の語句は、使い方、受け取り方によって相違しているにも関わらず、厚生労働省は、人に関するあらゆる調査を、「身元調査」とひとくくりにして表現している様に思います。その為、「就職の際の身元調査は絶対に行わないで下さい」との指導は、どの範囲の調査を指しているのかが判然とせず、一般的には就職の際の調査が全て禁止されているかの如く広く解釈されています。
３、「就職の際の身元調査」について、私ども業界団体と話し合いの場を設けて頂きたく、お願い申し上げます。
就職の際の身元調査について話し合い、適正な調査とそうでない差別調査の線引きを行い、厚生労働省がめざしている「公正な採用選考」に向けての一定のコンセンサスを得たいと考えています。
（上申の趣旨と理由）
この度、厚生労働省がご尽力なさっておられる、就職差別解消にむけての公正採用選考に関する行政指導について、ご要望申し上げます。
　厚生労働省が、予てより一貫して就職差別解消に向けご尽力なさっている事については、日頃より当業界団体は勿論、業界人の皆が深く感謝申し上げているところであります。
私どもは、従来から、あらゆる差別調査の撤廃に向けて鋭意努力し、自主規制団体として自らは勿論、社会に向けても、その意図するところを積極的に働きかけている業界団体であります。
ただ、過去に私ども調査業界の調査及びその報告が、就職の際の差別に使われたという不幸な事象があったことも事実であり、その点を深く反省すると共に、二度とそのような事案を起こさないことが、業界の社会的責務と心得、差別解消に向けての努力を惜しまず研鑽してまいりました。
その結果、少なくとも過去１５年間は、当業界関係者の調査及びその報告が、就職の際の差別に使われたと云う事実は無く、長年に亘る厚生労働省の行政指導と各種人権団体の活動及び我が業界の自主規制により、少なくとも就職の際の「部落差別事象」は１００％解消されたと確信しております。また、そうした意図をもっての調査依頼をする企業も無ければ、そうした調査を受ける調査業者も１００％無くなったと確信するに至っております。
しかし、貴省は、就職の際の「身元調査」を長年に亘り、身元調査は差別につながるおそれがあるとして、一貫して「身元調査は絶対にしないでください」との行政指導を行っており、労働行政機関が発行する冊子、「採用と人権」などには、その趣旨が強調して述べられております。
ただ、貴省が常套している「身元調査」という語句が、如何なる範囲の調査を指して「身元調査」と定義しているのか判然としないところがあります。一般的には、身元調査という語句は、人に関するあらゆる調査を総称して使われていることが多く、使用する語句の定義が示されていないことから、広く、就職の際のあらゆる調査を禁止しているものと解釈されています。
貴省が指導する、就職の際の身元調査の規制で、「採用しようとする人の適正、能力とは直接関係のない身元調査」を規制するというのであれば、一定理解はできますが、現実には、私ども調査業界で実施している、就職の際の身元調査は、応募者が申告する、履歴書や職務経歴書の相違点の有無、過去の勤務先での勤怠状況、職務への適性、就業に耐え得る健康状況にあるか否か、就業できる生活環境にあるか否かなど、応募者の適正、能力に直接関係する調査に絞って実施しているものであります。
ところが、実際の行政指導は、就職の際のあらゆる身元調査を禁止するかの如き指導が一貫して行われております。
その行政指導に基づく弊害が現実には相当起こっております。マスコミ報道などにより広く知られている、殺人容疑者の逃亡、集団登校時の死亡事故、塾講師による生徒殺害事件、入所患者への虐待、爪はがし事件など、就職の際の身元調査を実施していれば、未然に防げたであろうと思われる事件は数多く発生しています。また、マスコミで報道されることは無いが、現実には、応募者の履歴書や職務経歴書の詐称は極ごく一般的にみられ、中途採用時の履歴書には、３０％強（調査業界関係者の実際の統計）の詐称がみられます。酷いケースですと、学歴、職歴の全てが詐称されているものもあります。また、申告する現住所に実際には住んで居ないとか、機密情報の入手を目的に応募（産業スパイ行為）するなど、筆記試験や面接では到底見抜くことができない様々な問題が多く発生しております。
厚生労働省は「公平な選考に努めるように」との指導を強く行っておりますが、一方で、就職の際の身元調査を禁止する指導を行っているため、不公平な採用選考を起こす、不幸な結果が生じています。
所謂、正直に書かれた履歴と、詐称された嘘の履歴との区別が出来ず、提出された履歴や職務経歴書を鵜呑みにした選考が行われているのが現実です。現在行われている採用時の身元調査は、あくまでも、採用選考の公平性を確保するための補完資料として利用されているものであり、応募者の適性や能力を判断するための資料でしかありません。
ところが、公平な採用選考に努めようとしても、公平採用の為の身元調査を禁じているために、公平な採用選考が出来ず、虚偽申告をする要領の良い人が採用され、正直に申告した真正直な人が不採用になると云った、不公平な選考結果をまねいているのも事実であります。
アメリカでは、ネグリジェントハイアリング（過失雇用）なる考え方に基づき、採用前のバックグラウンドリサーチは、採用マネージャーの第一の仕事と云われるくらいに一般的に実施されており、採用前調査を実施したか否かで、司法判断の際の、使用者責任の度合いが大きく左右されるといわれており、採用前調査（バックグランド調査）は必要不可欠なものとして広く実施されています。
日本でも、昭和４８年に示された司法判断、「三菱樹脂判例」（最高裁）では、採用に係る身元調査は、法的には許されると判示されています。
（三菱樹脂判例の一部）
1. 企業者が、労働者の採否決定にあたり、労働者の思想、信条を調査し、そのためその者からこれに関連する事項についての申告を求めることも、これを法律上禁止された違法行為といえない。
以上の理由から、厚生労働省が行っている、「就職差別解消」の取り組み、及び、「公平な採用選考」に向けての行政指導のあり方について、再度ご検討頂き、私ども業界団体と話し合いの場を持って頂きたく、お願い申し上げます。
以上の「上申書案」を持って調査業界の各団体に働きかけ、連名で厚労省に上申しようと試しみましたが、結果的には「時期尚早」として、半ば断念する事となりました。理由は、自らの力不足と、業界を取り巻く大所高所からの判断によるもので、一方的に不満や疑問をぶつけても、それは、単なる自己満足で終わり、結果は裏目に出るという事も十分に考えられ、慎重に慎重をきす必要があると判断されたためであります。
「人間関係」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　探偵さんドットコム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表　横田　正人
　新年あけましておめでとうございます。
　皆様おすこやかに新春をお迎えのことと存じます。昨年は何かとお世話になりまして、大変ありがとうございました。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。
　さて、ここ数年「ブラック企業」なんていう言葉が、実しやかにそこかしこで見聞きされるようになりました。内容は皆様ご存知のように、残業代や賃金の未払い、過重労働の押し付け、モラハラ、パワハラなどなど色々ありまして、過重労働でうつ状態になり、自殺者が出るような状態にまで及んでいる状況です。
　私の周辺においても近しい友人知人やご相談者からもお話をうかがうようになりましたので、テレビや新聞、ネットニュースの中だけの話しではなくて、もっと身近な普通の、それも万人にかかる問題になってきているのではないかと思います。
　これまで、様々な業界の「ブラック企業」についての話しを聞きましたが、さて私たちの調査業界、探偵業界はどうだろうかと考えますと、少し複雑な気持ちになります。恐らく皆様の会社それぞれが努力をしておられることと思いますが、私の所属する三部会は基本的に無理をしないとできない部分の仕事も結構あります。例えば、素行調査での長時間の張り込みや尾行なんかは、全くもって過重労働にあたってしまうこともしばしばで、笑い事や武勇伝ではすまないような時代になってきたのかと感じる今日この頃です。
　だからと言って、８時間ほど張り込めば交代要員がやってきて、「交代します」とか言い合って、それで勤務終了なんてことは中々できないのが実状で、一日中張り込みや尾行を繰り返し、気がつけば１５時間、２０時間の調査になることも、毎日ではないが、繁忙期にはしばしばであったりします。
　このような状況の時に、もしも現場の若い調査員が「労働基準法の基準はこうですよ」なんて、スマートフォンで検索した情報をかざしながら言い出したとしたら、今の時代は立ち止まって考えないといけなくなるような、そんな時代ではないかと思います。
　駆け出しの頃「この仕事は“合う”“合わん”があるから」と、よく言われました。要するに、仕事そのものが、その人の労働意識や人間関係等に対する価値観や思考と合致するかどうかが、この仕事を続けられるかどうかの大きなファクターになるということです。
　確かにそのことは、今の私の気持ちの中で合点がいくこともあって、時折来る探偵志願の若い方には「良い悪いは別にして、この仕事が自分（のすべて、または一部）に合う合わないはあるよ」と、一言助言するようにしていますが、やはり圧倒的に合う人の方が少ないように思います。
　想像の中では、電柱の陰で対象者を見張る張込みの映像が浮かんで、頭の中ではそれが一瞬の出来事ですが、実際に仕事をしてみると、同じ位置で１０時間立って見張るとか、想像の中では、映画のカーチェイスのような尾行を描いていても、現実は対象車両の死角を意識しながら、交通法規に色々配慮しながらの長時間神経を使う追跡だったり、聞き込みに行った先で、刑事ドラマのような聞き込み取材の雰囲気も感じることなく、けんもほろろに追い返されたりと、実際の調査の現場が、想像よりもはるかに重いものだと感じることは多いと思います。
　これを裏付けるように、求人情報誌では探偵業の調査員募集は、勤務条件等の記載事項と現実の業務が大きくかけ離れていることが多く、掲載不可の業種に指定されていると聞きますので、応募者の中に“合わない”と感じる人がやはり多いのではないかと思います。
　最近は２００７年に施行された「探偵業の業務の適正化に関する法律」があり、毎年所轄署の立入検査があったり、各業界団体が主催する教育研修会などを通して、働き方というか自社の在り方も含めて、色々と考えさせられることもあって、古い価値観の上に、何か新しい価値観を積み上げる過渡期のような時期なのかと、若輩ながら思いを巡らすことも多くなりました。
　この投稿を記している今日現在、電通の社長が、過重労働の末に自殺した若い女性社員の事件についての全責任を取って、次の取締役会で辞任するというニュースが流れています。もうそこまで来ているのかというのが、私個人の率直な感想で、色々な立場で働く身としては、強く意識しないといられない、大きな問題だと改めて感じさせられました。
　その問題に関して、以前に電通を取材して本を書いたことがある評論家の田原総一朗氏が、テレビのインタビューで「電通は今の日本の縮図だ」と言っておられました。同社は、色々な企業から安くない広告料を取って宣伝広告するが、今の日本は宣伝広告が功を奏せずに物が売れない、そうなると電通にクレームが山のように入る、そうすると電通内では上の方から下へと強いプレッシャーがかかる、すると寝ないで働かされる真面目な社員があおりを食らって、そこに大きなストレスがかかり、今回の事件のような構図になったのだと。
　仕事でのプレッシャーやストレスは、強いところから弱いところに向かってかかります。仕事にはある程度それらがないと、仕事をする人のモチベーションが上がらないことが多いといわれていますので、それなりのものは必要と考えますが、無理強いをして行き過ぎると壊れてしまうということでしょうか。
　今の日本社会は、人間関係が希薄で余裕のない社会と言われていますが、仕事は９割以上が人間関係で構築されると言います。故に人間関係で勝てない者は、仕事も凌駕できないと、何かの本で読んだ記憶があります。
　どんな仕事でも、仕事に限らず人間生活は人間関係が必要不可欠ですので、苦手な人間関係を遠ざけて、一方通行のテレビやインターネットの世界に浸るより、苦手な人とでもちょっと飲みに行って懐に入ったり、嫌いな仕事をちょっとかじってみたりする、そんなちょっとした「心の余裕や」「遊び心」が最悪のシナリオを回避できるようになる一歩ではないかと私自身は思います。
　私たちの業界も結構なプレッシャーの中で、日々ややこしい仕事を進めないといけない業界ですので、ちょっとしたコミュニケーションを大切にして、私たちの得意分野の情報収集能力を発揮して、そのプレッシャーの歪が生むストレスの行き先をしっかり見定めて、世間でいうところの「ホワイト企業」には程遠くても、微妙なバランスを保ちながら前を向いて日々の業務を進めたいと思います。
　そんなこんなで、本年もどうぞよろしくお願いいたします。
　
「新年に思う」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シーカーサービス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表　足立　正輝
新年あけましておめでとうございます。旧年中は大変お世話になりました。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。
ご挨拶もそこそこに昨今の調査のお話です。
近年増え続ける事案としてはインターネットによる、バーチャルな出会いによる詐欺絡みの所在調査。よって調査の内容も目に見えない相手を探し出すという困難な案件が増え始めています。
それは一度も会わずしての関係でありながら愛憎が深く、私からすると「何故このような相手に心を奪われてしまうのだろう」と思ってしまいます。しかしながら、我々の目の前にいる相談者は全くといっていいほどごく普通の市井の人達であり、その調査目的も”詐欺で訴える”ではなく、”急病かもしれない。心配だ” というもの。
調査するにあたりネックとなる個人情報は、必要で安全な場合には公開されるべきであり、状況によっては知る権利もあるはずです。個人情報がいかに大切であるかは、我々が一番認識し、日々仕事を通じて痛感しているものです。
対象者は詐欺目的で接触してくるので本当のことは語らず、相手のことだけを知ろうとします。対して依頼人は仮に調査の過程で個人情報を知ったところで何か問題を起こすという人たちではありません。そう判断出来るのは長年の調査業で培った人間力で人を見極め、かつ十分な時間をかけて面談を行い、契約を行っているからだと思います。
本来の調査業というものは、弱き人達の”声無き声の叫び”の中から、我々が相談者の正当性を確信した上で契約を行うものでありましたが、近年は特にこのような真摯な思いを持たぬ同業者のなんと多いことでありましょうか。いつの時代も調査業というものが、世間一般からは理解されず、日の目を見る機会もなかったのは、そういった対象者と同じ穴の貉と思われていたからでありましょう。
しかし業界全体が落ち込んではいけません。人間の愛憎の深さは計り知れないもので、どれだけ時代が変わっても、その真実に至る道を示せられるのは我々、調査業に他ならないからです。時代の変化とともに淘汰され、ふるいにかけられ、泥中の蓮の花のごとく生き残る少数の本物の探偵になれるように日々鍛錬させていただきます。
会員コーナー
ネグロス島の里子
（株）初恋の人探します社　
代表取締役　竜田充子
　私は１８年くらい前から、フィリピンネグロス島の子供の里親になっています。
　里親といっても日本に引き取って育てているのではなく、授業料や教材費の教育支援をする里親制度に参加しているものです。
　１９年前、私がある新聞社がバックアップしてくれていた異業種交流会の会長をしているときに、フィリピンネグロス島出身で日本に嫁いできた女性がこうした活動をしていると新聞社から紹介を受け、交流会の講師に来てもらったのがきっかけです。
この活動を運営しているのは、ネグロス教育里親運動（ＮＥＨＡ）といいます。
貧富の差が激しいフィリピンでは、教育を受けたくても受けられない子供たちが多く、また義務教育を受けれたとしても大学教育まで受けないときちっとした就職がしにくいことから、こうした活動が始まりました。
ＮＥＨＡでの教育支援の対象者はネグロス島の小学生から大学生までの子供たちで、里子になれるのは平均点８０点以上の成績が優秀であること、飲酒や喫煙などをしない真面目で明るい子供であること、両親の収入が年間３５００ペソ（当時は約１７万円）以下であることが条件で、成績が落ちたりトラブルの原因を作ったときはその資格を失います。また、里親には里子と個別に連絡をとったり（おねだり等を防止するため）、プレゼントを贈ることなどは控えるよう要請され、里子との連絡は現地のＮＥＨＡを通じて行われます。
　私はこれまで２人の女の子を支援してきました。
　一人目は小学３年生のときに支援を始め、大学を卒業するまで見守りました。彼女からは年数回、近況や将来の希望をつづった丁寧な手紙が届き、私もそれに対して労わりや励ましの返信を送って交流を深めました。
　ＮＥＨＡでは年１回里親訪問というのがあり、里親たちがネグロス島を訪問し、里子たちと直接会って交流する機会が設けられていますが、私は法科大学院在学中だったので、里親訪問に参加することができず、残念ながら彼女と直接会ったことはありませんでした。それでも彼女はきちんと大学を卒業し、無事希望の仕事に就きました。
　二人目も女の子で、彼女が小学４年生のときに支援を始めました。彼女は三姉妹の長女で（兄がいたが亡くなったと言ってました）、将来は教師になり両親や妹達を助けたいという希望を持って勉学に励んでいました（里親の人数が十分ではないため、ＮＥＨＡでは各家族一人しか支援を受けることができない決まりになっており、妹たちは支援を受けられません）。彼女からの手紙には、母親をよく助け、妹たちの面倒をよく見ている様子が書かれていました。
　彼女は貧しいながらも勉学に励み、上位の成績を維持して順調に学校生活を送っていました。が、彼女が高校１年生のとき（フィリピンでは中学校はなく、小学校の次は高校です）、マニラに出稼ぎに出ていた父親が仕事中感電死してしまいました。日本人の感覚では「仕事中の感電死」というだけでも衝撃ですが、配線がきっちりなされず電柱に大量にぶら下がっているケーブルかなにかに触れたのでしょう。３７歳でした。
　残された姉妹は母の収入だけでなんとか暮らしていましたが、彼女が高校４年生のときに、今度はその母親が甲状腺の病が悪化して亡くなり、三姉妹は孤児となってしまいました。
その頃から彼女の手紙が途絶えがちになり、私は両親が死亡後の三姉妹の行く末がとても気になって現地にもいろいろ問い合わせました。しかし、２０１３年のボホール島の大地震や台風３０号の甚大な被害の復興がネグロス島でもままならない中、現地のＮＥＨＡともなかなか連絡が取れず、その後やっと連絡が取れても彼女の近況のはっきりした返事が返ってきませんでした。
それでも半年が経った頃、彼女たちが祖母と共になんとか暮らしているということだけは分かってきました。ひと安心したものの、私には彼女の詳しい近況や、翌年に迫った大学受験をこうした状況の中でも頑張るのか、家庭の事情で断念せざるを得ないのかなどの今後の進路希望が分からないまま、時間が過ぎました。私自身も最後の司法試験が迫っており、現地に頻繁に問い合わせる余裕もありませんでした。
そうこうしているうちに、フィリピンの新学期である６月が迫ってきたので、教師になって家族を助けたいという彼女のかねてからの希望を踏まえて、大学進学に向けての支援を続けていました。
すると、秋になって、ＮＥＨＡから状況連絡とお詫びの書状が届きました。それには、彼女が地元の青年と恋に落ち妊娠したこと、今は彼と同棲中で、そうした状況を鑑みてＮＥＨＡとしても支援の打ち切りを決定したというものでした。そして、長年支援してもらったのに最後の段階で断念するという事態になったことを彼女に代わって詫びるという内容のものでした。
その手紙を受けとって、私は「うーん、なんだかなぁ…」という思いでした。彼女が彼との生活を優先して勉学を放棄したのか、それともカトリック教徒なので妊娠した限りは産むしか選択しがなかったのか、その文面からは彼女の真意は分かりませんでしたが、私はなんともいえない気分でした。というのも、これでは出稼ぎで感電死してしまった父親の人生、ろくな治療を受けることもできずに逝ってしまった母親の人生をくり返すだけではないか、親の代の貧しく苦しい生活から脱却するために彼女は教師になりたかったはずなのに…、と。
ＮＥＨＡ側は長年にわたり支援してきてくれたのにこんな結果になって申し訳ないと謝っていましたが、私は支援してきたのに裏切られたという怒りはまったくなく、またどういう人生を歩むのかを選択するのは彼女の自由ですから、自分自身の意志でそう決めたのなら私としては何ら文句を言うつもりはありませんでした。しかし、結局貧困から脱却できない、彼女のこれからの人生がある程度想像できるだけに、ましてや成績優秀で親思い、妹思いの彼女だっただけに、ただただ哀れに思えてなりませんでした。
　日本も含め世界中で益々貧富の差が拡大する中で貧困の連鎖を断ち切るには、本人の努力や第三者のささやかな支援だけではちょっとしたつまづきで再び転落していくのだということを、私は改めて痛感させられました。
　麻薬撲滅のために人をも殺しても当たり前と公言する人や、票集めのために大富豪のくせに「労働者階級の利益」を語り一私企業を脅して言うことをきかせるような人ではなく、益々広がる格差を是正するために、きっちりと富の分配・再分配を考えるリーダーはいないのか？やっぱりいないんだろうなぁ。じゃあ、自力更生しかないか、と半ば悲観気味に思う２０１７年の年明けです。

倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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